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（昭 和 62 年 5 月　 日 本 造 船 学 会 春季 講 演 会 に お い て 講 演 ）

浮体式海洋構造物 の 緊張係留に 関す る研究 （第 5 報）

一 緊 張係留 シ ス テ ム の 実海 域実験
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Summary

　Japan　 Marine 　 Science　 and 　 T 巳 chnQlogy 　 Center　 carried 　 out 　 successfully 　 the 　 TLP 　 sea 　 test

ln ユ986．　 The 　 installation　 site 　 is　 41　m 　 deep　 and 　 2．6km 　 NNW 　 offshore 　 of 　 Yura 　 harbor．
In　 the 　 test　 the 　 perfermance 　 of　 the 　tension 　 moor 五ng 　 system 　 was 　 evaluated 呈n 　 the 　 rea 王 ocean

environments ．　This　paper　discusses　the 　 experiences 　 on 　the 　TLP 　 sea 　test．

　The 　TLP 　 consists 　 of 　 a　 platform，　 tension 　 Iegs
，
　 a　 slnker 　 and 　 a　 monitor 呈ng 　 system ，　 The

platform　is　 a　 semisubmersible 　with ユ2　 column −footings　 and 　 the 　 principal 　 dimensions 　 of

the 　 platform 　 are 　 length　 overal134 　m ，
　 breadth　 overall 　 24　m ，

　 height 王3、5m ，
　 draft　 5，5m

and 　displacement　 527　ton．

　 The 　 platform 　 is　 tautly 　 mQored 　 by　 the　 4　tensiQn 　 Iegs　 which 　 are 　 at　 sea 　 botヒom 　 connected

to　 the 　 sinker 　 weighing 　 536　 ton 　 in　 water ．　Each 　 tension 　 Ieg　 is　 a　 chain 　 filled　 and 　 covered

with 　 rubber 　 applied 　 to　 absOrb 　 the　 shQck 　 Ioads　 and 　 prevent 　 the 　 mooring 　 Iine　 frQm　local
abrasion ．　The 　 anchor 　 connector 　 is　 made 　 robust 　 and 　 monitored 　 by　 using 　underwater 　 TV

camera 　 at 　 any 　 time ．　The 　total　 inltial　 tension 　 is　125　ton 　 which 　 is　 equal 亡024 ％ of 　 the

platform　displacement．　The 　 maximum 　 wave 　 height　 expeTienced 　 during　 the 　 test 　 perlod 　 is
7．3mwhich 　 is　 just　 uIlder 　 the 　 critical 　 conditlon 　 not 　 to　 hit　 the 　 bottom 　 face　 of 　 the　 upper

strUC 亡ure ．

　This　 research 　and 　 development　 was 　 performed 　through 　the 　Special　 Coordinatiorl　 Fund

for　 Promot1ng 　 R ＆ Dof 亡he　 Science　 and 　 Technology　 Agency 　 Qf 　 the 　Japanese　 Government ，

as　 a　 part　 of 　 the 　 Research 　 on 　 the 　 Utilization　 of 　 Marine 　 Space　 by　 Coastal　 and 　 Offshore
Structure，

1 緒 言

　科学技術庁は ， 我が国 に お け る 海洋構造物建設 に 関す

る技術基盤 の 確立を図 る こ とを 目的 と して，科学技術振

興調 整費 に よ り 「海洋構造物に よ る 海洋空間 等 の 有効利

用 に 関す る 研究」（昭和 57〜61年度）を推進 して きた 。

こ の 研究 に お い て は ，今後 の 海洋構造物 に 必要 とされ る

大型化技術 を始 め ，大 波浪等 の よ り
一

層過 酷 な 自然 条伴

下や 大水深海域 で の 利用を図 る た め の先端的基礎技術 の

　
＊
　海 洋 科学技術 セ ソ タ ー

　
’F＊

　 シ バ タ 工 業 （株 ）

研究開発が 進 め られた D こ の 中に お い て 海洋科学技術一ヒ

ン タ ーは 新 しい 係留 法 と して 緊 張係 留 技術 に 関 す る 基礎

的研究を行 い
1）・z＞，科学技 術庁 よ り 「緊張係留方式の 実

海域実証研究」 （昭 和 60〜61年度） を受託 して 実海域実

験 の た め の 緊 張 係留 シ ス テ ム を 設 計 した
s）・4 ）

o

　海洋科学技術 セ ン タ
ー

は，昭和 53 年度 よ り山 形県鶴

岡 市由良沖 に お い て 波力発電装置 「海 明」 の 実験を実施

し て きた が，昭 和 61 年 3 月 に 海 域実験 を 完 了 した 。
こ

の 間，由良は海洋実験場 と して 少 しずつ 整備さ れ，また

地 元 の 理 解 と協力 も得 られ て い る と こ ろ な の で ，由良 の

海域 を海 洋科 学 技術の 研究 開 発 の た め に 今後 と も有効 に
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活用 しさ らに 発展 させ るべ く，緊張係留 シ ス テ ム の 実海

域 実験 を実施 す る こ とに した。また こ の た め に ，大型浮

遊式海洋構造物の 建設基礎技術に 関 し，模 型 試 験 や 理 論

解析 で 得 られた研究成果を厳 しい 自然環境下 に お い て 検

証す る こ と を 目的に ，実物 に 近い 海洋構造物 の 係留実験

を希望す る運輸省船舶技術研究所 と共同研究 「浮体式海

洋構造物 に よ る実海域実験」を実施 し た 。

　 緊 張 係留 シ ス テ ム の 設 置工 事を 海象の 穏や か な 夏季 に

実施 で きる よ う，ハード ウ ェア シ ス テ ム の 準備，工 事手

順 の 調整，許認可 等 の 整備を終えて ，昭和 61 年 7 月下

旬か ら 8 月上 旬に か け て 緊張係 留工 事 を 行 っ た 。 そ の

後，給電 ケ
ーブ ル の 布設

・
浮体 との 結 合，計 測 機器 ・デ

ー
タ 収録 シ ス テ ム の 調整を 行い ，9 月 3 日に 実験開始式

を地 元 由良で 開催 した 。 11 月 初旬に 緊張係留を解除す

る まで の 約 2 ヵ 月 間，当 初 計 画 どお りの 条 件
4）

の も とに

実験を順調 に 実施 し，計測 デー
タ を取得す る こ とが で き

た 。 本論文は 緊 張 係留シ ス テ ム の 設 置
・調 整に 関す る技

術 的 検討 お よ び 実海域実験 で 得 られ た 成果 を と りま とめ

た もの で あ る 。

　な お実海域実験 の 係留方式に は ，海洋科学技術 セ ン タ

ーが 実施 す る 緊 張 係 留 方式 とは 別 に ，船 舶 技 術 研 究所 が

研究対象と して い る弛緩係留方式 の 2 種類がある。 設置

工 事の 際に 弛緩係留索 の 取 り付けお よび 調 整 を 完了 さ

せ ，緊張係留実験時に は 弛緩係留索 の 張 り方 を 緩 め て，

その 影響をで きる 限 り減 らす よ うに 措置 して い る 。

2　緊張係留シ ス テム

　緊張係留 シ ス テ ム は 山形県鶴岡市由良漁港の 北北西 約

2．6krn 沖合，水深約 41m の 海域 に 設置 され た 。 設 置

位置お よ び海域 の 概要 を Fig．　1 に ，ま た 緊張係留 シ ス

テ ム の 全体概要図 を Fig．2 に 示 す 。 緊張係留 シ ス テ ム

は 浮体式海洋構造物，緊張係留索，シ ン カ
ーお よ び デー

タ 計 測 の た め に 搭載 さ れ て い る 計測機器 類か ら成 っ て い

Fig．1　0utline　 of 　TLP 　 installation　 slte

Flg．2　General 　 view 　 of 　 the 　 TLP

る 。

　21 浮体 式 海洋構造物

　緊張 係 留の 実海 域 実験 に 使用 した 海洋構造物 は ，科学

技術振興調整費 に よ り運輸省船舶技術研究所が 設計
・
建

造 した もの で ある ％ こ の 海洋構造物 は フ
ー

テ ィ
ン グ型

要素浮体 12 本 に て 上 部構造物 を 支持す る様式 とな っ て

お り，フ ー
テ ィ

ン グ 1 ヵ 所が コ ン ク リート製 で あ る こ と

を 除け ば，全体は 鋼溝造物であり，全 長 34m ，全幅 24

m ，高 さ 13．5m ，喫水 5．5rn，総排 水 量 527to【1 で あ

る 。 ま た，上 部構造物 は長 さ 30m ，幅 20m ，高 さ 2．5

m の ボ ッ
ク ス ガ ーダー

構造 で あ り， これ に 支持浮体が

結合さ れ て い る 。 構造物 に 作 用 す る波 力 お よび 構造歪を

検出 し易 くす る こ と，さ らに 海 中構造部材 を極力少な く

して維持管理を単純 に す る こ とを 目的 に，支持浮体間を

海中で 結 合す る水平 ブ レ
ー

ス が 省略され て い る とい う特

徴が あ る 。 た だ し，コ
ー

ナ
ー
部 の 4 本 の 支持浮体は，下

端 で 係留索か らの 横力を受け る の で ，大きな曲げ モ
ーメ

ン トが 発 生す る 可 能性が あ り，安 全 の た め に 斜 め の ブ レ

ース が 各 2 本 配置 され て い る D

　四 隅 の コ ラ ム （直径 2m ） の 内部に は 緊張係留索 を と

お す 内径 40cm の パ イ プ が縦 に 貫通 して い る。ま た こ

れ らの コ ラ ム ・フ
ー

テ ィ
ン グは バ ラ ス トタ ン ク とな っ て

お り，緊 張係留索 に初期張力 を設定す るた め の バ ラ ス ト

を ポ ン プ に よ り注 排 水 す る こ とが で ぎる 。 た だ し，海洋

構造物お よ び 装備品の 総重量 は結果的 に 約 390ton とな

っ て お り，こ の た め 初期張力調整用の バ ラ ス ト重量 は海

洋科学技術
一ヒ ソ タ

ーが 当初 計 画 し て い た 160ton を 大 幅

に 下 回 わ り，135ton と な っ て い た 。 4本 の 緊 張係留索

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Society of Naval Architects of Japan

NII-Electronic Library Service

The 　Sooiety 　of 　Naval 　Arohiteots 　of 　Japan

浮 体 式 海 洋 構 造 物 の 緊張係 留 に 開 す る 研 究 （第 5 報 ） 175

に それぞれ 均等 に 30ton の 初 期張力 を設 定す る た め に

は ，チ ェ
ー

γ 重量を約 3t。n とす る と，基本 パ ラ ス ト重

量 ／32ton 以外に バ ラ ス ト調整用 に 各 々 5ton 程度，し

た が っ て 総計 で は 最低 150ton 程 度 の バ ラ ス ト重 量 が 必

要 と され る。

　2，2 緊張 係留 索 お よび 検 力 シ ス テ ム

　緊張係留索 として，径 50mm の 第 4 種 チ ェー
ン （破

断荷重 280ten ） を 使用 した 。 1本 の 緊張係留索を 3 分

割 して ，海底側 30m と，構造物側 25m の 中間 10m 部

分 を，ゴ ム を充填被覆 した ラ パ ー
チ ェー

ン と し，水 面付

近 に 配置 して チ ＝
一

ン の 腐食 お よ び コ ラ ム 下端部 との 接

触 に よる摩耗を防止 す る こ とを 目的 と した 。

　4本 の ラ バ ーチ ェ
ー

ン の 寸法を Fig．　3 に，ま た荷重一

伸び 特性 を Fig．　4 に 示す。 なお ， ラ パ ーチ ェ
ーン の 識

別名 A ， B ， c ， D は Fig．　2 に 示 す取付け位置 と一
致 させ

Unit：mm

name 　 　 L bD
　一
a

  1050016030721 ．2

  1048015030822 ．2

◎ 1047016030922 ．2

＠ ヨ0460 　　 15030922 ．5

た 呼称 で ある 。
ラバ ーチ ニ

ー
ン の 長 さL は 平 均 10．48m ，

余裕量 a は平 均 22mm で あ る 。
ゴ ム の 硬度 は ，柔 らか

す ぎる と圧縮強度 が 低 下 し，逆 に 硬す ぎる と変形 しに く

くな る の で，通常は 硬度 50〜70 程度 の 範囲が妥当 と さ

れ て い るが，本研究 で は ラ バ ー
チ ェ

ー
ン の 衝撃 吸収能 力

を高 め るた め に 硬度 50 の ゴ ム を 使用 す る こ とに した
3）

。

ラ バ ー
チ ェー

ン は初期張力 30ton の とき，平均 0．88m

伸び る こ とが 期待 さ れ る 。 　しか し，実際 の 初期張力 は

B ．D で は 大きく，　 A ，　 C で は 逆 に 小 さ くな っ た た め ，
こ の 位 置 に お け る緊張係 留索 の 軸剛性 は少 し弱 くな っ て

い た もの と思わ れ る 。

　緊張係留索 は ，上 甲板 上 で Fig 　5 に 示 す チ ェ
ー

ン 車

を 介 して 制鎖 器 に 固定 され る Q チ ェー
ソ 車の 回転軸 の 真

下に は 圧 縮型 Pt　一ドセ ル （定格 45ton）を 固定 し，緊張

係留索の 張力 P を 測定で きる よ うに した。 ロ ードセ ル に

は 圧縮力 R ＝ O．　28125P が 発 生 して い る 。 な お
， 初期張

力お よび 変動張力を算出す る場 合 に は ， 圧縮荷重 か らチ

ェ
ー

ン 車の 自重 L 　32　ton，お よ び チ ＝
一

ン の 自重 2．71

ton × O．　28125＝　O，　76ton を 差 し引い て い る。

　緊張係留索 は海底部で は シ ン カー
に 結合 され るD 今回

の 緊張係留実験 は 比較的浅い 海域 で 行わ れ る の で，接合

a ：Allowance

50 φChain

φ50Chain （Grade 　N ）

L b　　　　　　　　　　　　　　　　自
FigL　3　The 　 sizes 　of 　Rubber −Chain，　 The

　　　 names 　 A ，　 B ，　 C，　 D 　 identify　the

　　　 Iocation　used 　on 　the 　tension 　Ieg Fig．　5　 Chain 　 gulde 　 wheel 　 and 　load　 cerl

　　　 measu 「ing　tension ．　R ＝O．281251 ）
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部 に 大 きな 曲げモ ーメ 7 ト が発 生 した りまた 漂砂などが

チ ェ
ー

ン
・シ ン カー

の コ ネ ク タ 内部 に 侵入 して 接触部が

激 し く研摩 され る こ と に よ り，緊 張係留索 の 破断事故に

至 る の を 防 ぐこ とが重要な課題 で あ っ た 。
こ の た め チ ェ

ー
ン の 根止 め 金物は Fig．　6 に 示 す よ うに，構造部材 の

厚み を大きく し，また コ ネ ク タ ピ ン を 太 く して 耐摩耗強

度 を十 分大 きくす る と ともに ，水 中 TV カ メ ラ を 接続

部の 近 くに 配置 し，こ の 部分 の 挙動を常時 モ ニ タ
ーす る

こ とに よ り異常状態を早期 に 検出で きる よ うな対策を立

て た。

　 2．3　シ ン カ
ー

　浮体式海洋構造物 を 緊 張 係留 し，実海域 の 厳 し い 海

象
・
気象条件下 で安定 に 保持 して お くた め に，海底 に シ

ン カ
ー
を設置 し た 。 4 本の 緊張係留索の 初期張力 の 合計

が 約 130ton で あ り，さ らに 波 浪 に よ っ て 生 じる変動張

力が初期張力と同程度 で加算され て も，
シ ソ カ ーが持 ち

上 っ た り，移動 した り しな い よ うに す るた め に シ ン カー

水中重量 を 約 500ton と定め た 。

　 シ ソ カー
の 構造様式は 製作 ・進水 ・設置 の 容易性

・
経

済牲，お よび据付方位 の 正確性 を考慮 して F三g，7 に 示

す よ うな 設計 と し た 。 全体枠組 は 鋼溶接構造 （SS　41）と

し，シ γ カ ーと して の 安定性 を得るた め の 重量 は コ ン ク

リ
ー

トブ ロ
ッ

ク に て 確保す る こ とに した 。
コ ン ク リ

ー
ト

ブ ロ
ッ

ク は 2，5m × 2．5m × 3．6m （水中重量 28．3ton）

を 16 個製作 し，シ ン カ
ー
鋼構造 を据付けた 後，現地 に

ゆ

Φ

7

L　−一　一一r　−一一　一一　一」亠 ．− 1

Mud 　 Ma 芝

Fig．7

ON

　 bearing 　C ⊂＞ncrete 　B［ooks 　　　（Unit： m ）

The 　sinker 　 consists 　 of 　steel 　frame（84．2
ton ）and ユ6　concrete 　blocks　（825．4ten）．
Resulting　 weight 　 is　536ton 　 in　 water

お い て 四 隅の マ
ッ

ド マ
ッ

ト上 に 各 4 個ず つ 搭載 固 定 す る

方式 で ある 。
シ ン カ ー

の 総 水 中重 量 は 536ton と な っ

た o

　本 シ ン カ ーを 設 置 す る海域 の 土質物性 は，内部摩擦

角 32 °

，単位体積重量 1．85ton！m3 ， 粘 着力 L2tont

m2 を標準値 と して 参考 に し， シ ン カ ーの 沈下 量 を 約

30cm 程度 と推定 し
6＞，マ

ッ ドマ
ッ トの 高さ を 41　cm と

した 。 た だ し，こ の 海域 の 底質 は 砂ま じり粘土 で あ り，

予 想以 上 に 締 ま っ て 固 くな っ て い た た め ，シ ン カ
ー
設置

後ダイ バ ー調査 に よ りほ とん ど沈下 して い ない こ とが判

明 した が，こ の 場 合 で も設計上 は実験期間中に お け る シ

ン カーの 横すべ りが発生 し ない だ けの 安全性 を 確保 して

い る 。 当初計画 で は む しろ，潮流 （最大 1kt） に よ っ て

洗掘が起 こ り，シ ン カ
ーが 不等沈下す る場合の 対策 が 重

要な課題 と考 え られて い た が，実際 に は 安全側で 実験を

遂行す る こ とが で きた 。

　 2，4 データ伝送 シ ス テ ム

　海 洋構造物 は海 ・気象が穏 や か な時 に ，機器 な どの 調

整作業をす る場 合以外 は無人運転 で あ り，緊張係留 シ ス

テ ム の 安全監視お よび 計測デ
ー

タ の 取得の た め に ，Fig．

8 に 示 す データ 伝 送 シ ス テ ム を 構 築 した。海洋 構造物上

で計測 した データ は，二 つ の テ レ メ
ー

タ シ ス テ ム に よ

り，また，Waverider に よ る 入射波浪 デー
タ は 独 自の

無線装置に よ り陸上 基地 に 伝送 す る こ と が で き る 。 な

お ， 二 つ の テ レ メ ー
タ シ ス テ ム の うち

一
つ は海 明実験 で

使用 して きた 400MHz 帯 の もの で あ り，0〜1V の ア

ナ ロ グ データ を FM 変 調 に よ り送 信す る方式 で あ る 。

　 緊張係留実験 の た め に 新た に 開発 した簡易 デ ータ伝送

シ ス テ ム （RETRAS ）は 50GHz の マ イ ク ロ 波 を使用 す

る もの で あ る 。 空中線電力 15mW ・伝搬距離最大 ／0km

とな っ て い る の で，見通 し間通信 しか で きな い が，無線

従事者が不 要な た め 簡便 で ある こ と，パ ソ コ ン デ
ー

タ通

信 お よび画像情報伝送が 可能とい う特長 が あ る 。 た だ

し，マ イ ク P 波 は 降雨，浮体動揺，あ るい は海面反射な

ど の 撹乱 に 弱 く，電波状 況 が 悪化す る と通信 不 能 とな る

の で t ソ フ ト ウ ェア で カ バ ー
す る シ ス テ ム と し た 。 本 シ

ス テ ム の 構成 は 以 下 の とお りで あ る 。

　 （　1）　　言十損lj缶U御装置

　 セ ン サ
ー

か ら の 信号を デ ジ タ ル 化 して 取 得す る （サ ン

プ リ ン グ ・タ イ ム G．5 秒，計測時間 25 分）。
5 分間 の

計測休止時間内に デ ー
タ を

一
括 して 送 信制御装置に 転送

す る 。

　 （2 ）　送 信制御装置

　 簡易無線装 置 （PASOLINK 　50） を 介 し て ，計 測 デー

タ を陸上側の受信制御装置 に 伝送す る 。
モ デ ム に よ リア

ナ ロ グ信号に 変調 して 伝 送す る方式 と した の で ，伝送速

度 は 9．6kb ／s で あ る 。 な お，本 装 置 は 通信不 能時 に デ
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一タ を 保存で きる機能 が あ る 。

　 （3 ）　受信制御装置

　受信 デ ー
タ をエラ ー検定 した後，MIT に 収録する 。

送受
．
信装置間は BSC 伝 送 制 御 手 順 に よ り，同期調整，

誤 り制御を行 っ て い る 。 なお，本シ ス テ ム に おけ る デー

タ 取得お よび 伝送条件は 本装置に よ り陸上か ら変更可能

で ある 。

　 （4） 水中 TV カ メ ラ

　本 シ ス テ ム は 画像情報を伝送 で きる の で ，海底付近 に

設置 した 水 中 TV カ メ ラ に よ り，緊 張 係 留索 ・シ ン カ

ー
接続部 を陸上基地 に お い て 常時監視す る こ とが で きる

（Fig．　6）。 水中 TV カ メ ラ は 陸上 か ら ON ！OFF 制御す

る こ とが で きる。

　緊張係留実験期 間 中 に ， 簡易 デー
タ 伝送 シ ス テ ム の デ

パ
ヅ グを行 い ，開発を完了 した 。 信号を正 しく受信で き

る た め に は 入力電界が 70dBm （AGC 電圧 1V ） 以上 が

必要で あ るが
， 緊張係留時 に は AGC 電圧が最大 3．25

V ，変動幅 0．25V 程度 で 安定 して い た 。 なお，緊張係

留解除後 は 浮体 の 動揺が大 きくな っ た た め ，受信 レ ベ ル

の 最大値 は 低下 し変動も大きくな っ た が ， 計測 デー
タ の

受信不良やデ
ー

タ 欠落 は少な く，本 シ ス テ ム は 概ね良好

に 作動す る こ とを確認 した。

3　緊 張 係 留 工 事

　昭 和 61 年 は 例 年 に な く梅 雨 明け が 遅れ たた め （明 治

24 年観測 開 始 以 来第 2 位）緊張係留工 事 の開始は 当初

計画 よ り
一

週 間ほ ど 遅 れ た 。 緊張係留 工 ＄ の 全 体工 徨

は，Fig．9 に 示 す 通 りで あ っ た 。

　3．1　TLP 用 シ ン カーの 沈 設

　 シ ン カ ー
鋼構造 は 山形県 酒 田 市 で 建造 さ れ， 7 月 27

1996

DateJuly August
Operallon 272 ε 293031 　 1　 2　 3　 45 　 6　 7　 8910 　】112
Slnkεr　l冂SLallatlon
La 凵nchlng ・TQwlng
PositloningC

。 ncre ！e　br。 Ck　se ヒ1ing

鱒

一

TLP 　CDnneG 電lon

（Tgwrng 　pla吐rOrm ）

Moori ロ g　TLP
（Ca宦enary 　chala ）

POwer　cable
Adjusting 吐ensrDns

一一一一一》
　　　　　　　　　一

千
一一一一一一一一シ

　　　　軸
一
　 　 　 　 暢

FigL　g　Operation 　 history　of 　the 　TLP 　insta工一

　　　 Iation．　 The 　operat 三Qns 　designated　in

　　　 parentheses 　 were 　performed 　 by　 SRI

日に 進水，同 日 の うち に 現地 ま で 約 40km を 海上 曳航

さ れ，翌 日Vこ は 3 台の ク レ
ー

ン 船 に て あらか じめ選定さ

れ た 海底面 が 平坦 な地 点に沈設する こ とが で きた 。

　冬季 の 実験海域 に お け る入射波浪の 卓越方向は WNW

（292・5
°
） で あ る。 浮体式海洋構造物 の 船首方向 が こ の

方位 とな る よ うに設 置 し，また こ れ を 基準 と して 弛緩係

留索 の ア ン カ
ー
打ちを行 うた め に は，シ ン カ ーの 据付け

精度 を確保す る必要が あ っ た。こ の た め海岸の ポ イ ン ト

に ト ラ ン シ ッ トを 設 置 し，ク レ ー
ン 船 を 誘導 し な が ら沈

設 した 。 なお，全 工 審終了後設置方位 を確認 した と こ ろ

294 °

とな っ て お り，満足 で きる結果 で あ っ た （Fig．　1）。

シ γ カ
ー
鋼 構造沈 設 後，3 日 間 で ／6 個 の コ ソ ク リ

ー
ト

ブ ロ
ッ ク を 据付け た 0

　3，2 浮体式海洋構造物の 緊張係留

　徳島県鳴門市 で 建造 さ れ艤装 工 事を 終 えた 浮体構造物

は 下関経由 日本海回 りで 曳航され，現地 に は 7 月 29 日

到 着 した が ，シ ン rb　一工 事 が完了 して い な か っ た の で，

仮 係 留 し て お い た 。 緊張係留工 事 は 8 月 1H に 開 始 さ
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れ，一
担緊 張係留索 を 張合わ せ た 後，弛緩係 留用 チ ェ

ー

γ の 取付 ・調整作業 お よ び 給電 ケ ーブ ル 取付作業を 先 行

させ，すべ て の 重量物を 取 ウ込ん で か ら最終的な初期張

ブコ調整を彳テっ た D

　緊張係留索 に 初期 張 力 を 設 定 す る 場 合，基 本 的 に は 二

つ の 異な っ た 作業が あ る 。

一つ は バ ラ ス トの 注排 水 で あ

り，他 は緊張係留索 の 長 さ の 調整 で あ る D 工事内容 に つ

い て は，4 本 の 緊張係留索 の 初期 張 力 の 平 均 値 が 30ton

程度 で しか もバ ラ ッ キ が 小 さ い こ と，お よ び浮体 の 計画

喫水が確保され水 平 とな っ て い る こ と，とい う互 い に 関

連 して は い る が 相反 す る条件を 満足 し な けれ ば な ら な

い 。 しか も で きる か ぎ り少ない 作業量 で 実現す る 必要が

あ る 。

　緊 張係 留 索 の 長 さ の 調整 で は チ ＝一ン 1 リ ン ク分

20crr・ が最少単位で あ る 。 しか し 2 リ ソ ク分を 修正す る

場 合 に は 簡単に 巻き締め
・
繰 り出す だ けで よい が， 1 リ

ン ク分 の 場合 に は チ ェ
ーン を 90D 捩 る必要が あ る の で ，

チ ェ
ー

ン 車に 掛け 直 さ な け れ ばな らな い 。 また 係留 チ ェ

ー
ノ 巻き締 め ，繰 り出 し用 の 電動 ウ イ ン チ は 定格 10ton，

2m ／min 　hS　1 台 しか な く 1 初期張 力が 作用 して い る状態

で は ウ イ ン チ に よ る 作業は で きない の で，索長 の 調整 は

Vcラ ス ト水 を 注 入 し て ，初期張力 を 0 と しなけれぽ な ら

ず，こ の 結果作業時間が 非常 に 増大す る こ と に な る 。 し

た が っ て 初期張力の 設定 は 以 下 の 手 順 に よ り実行 した 。

　 1）　索長 を計算に よ り推定 し，チ ＝
一ン を制鎖器 に 固

定 して 全 パ ラ ス ト水 を 排出す る 。
こ れ に よ り得られ た喫

水状態 お よ び 初期張力 を 計測する。

　 2）　計画喫水お よび 初期張 力 条件が 満足され る よ う，

修正すべ き緊張係留索 の チ ＝
一ン リ γ ク数を決定 し て，

全 バ ラ X ト水 の 注 入 1 索長 の 調整，全 バ ラ ス ト水の 排出

を 行 う 。

　 2 回 の 調整作業 に よ り設定 され た 最終的 な 初 期 張力は

Table　1 に 示すよ うに ， 平均 31ton で あ るが ， 位置 A，

C の 索 は 平均 よ り 24％ 小 さ く，B，　 D の 索 で は 逆 に

24％ 大き くな っ て い る 。 余分 の パ ラ ス ト水 が あれ ば，

こ れ を移動 させ る こ とに よ り微調整 を 行 い ，初期張力 の

バ ラ ソ キ を 小 さ くす る こ と も可 能 で あ るが，2，1 節 に も

述べ た よ うに，バ ラ ス トの 調 整代 は 完全 に な くな っ て い

る 。 実海域実験 は安全 に 実行で きる と判断 し，こ の 状態

で 緊張係留実験 を行 うこ とに し た 。

4 給 電 ケ ーブ ル

　浮体式海洋構造物の 実海域実験を長期 に わ た っ て 実施

す る た め に は ，計測機器，灯標 そ の 他 の 機器 類 に 電 力 を

供給す る 必要があ る 。

　浮体式海洋構造物 に 陸上 か ら電力 を 供給 す る た め，海

底ケ ーブ ル と浮体 を海中懸垂 ケ
ーブル を用 い て 接続す る

こ とに した が，実海域 実験 に お げ る浮 体 の 係留 方 式 に は

緊 張 係留お よび弛緩係留の 2 方式 が あ り， 弛緩係留時 に

は，浮体 は 波浪，潮流，風な どの 外力 の 影響 に よ り動揺

し海面 を振れ 回 る た め，こ の 運 動に 対応 で きる 有効 な海

中懸垂 ケ
ーブル 布設方式を 採用 す る必 要がある η

。

　4．1　ケー一ブル 布設形状の 検討

　 ケ
ーブル 布設形 状の 検 討資 料 と して は，浮 体 の 運動が

大ぎい 弛緩係留を 対象と し，ケ ーブ ル ガ イ ド管出 口 の 移

動量 と して ，水 平方向に つ い て は直径 30m の 円内，上

下方 向 に つ い て は ± 7m 以内 と推定 し た デ ー
タ を 用 い

て
s），2 次元 挙動解析 に よ る 検討 を行 っ た 。

　 Fig，10 に は 今回採用 した 海中懸垂 ケ
ーブ ル シ ス テ ム

を 示 す 。
こ の 方式 は比較 的 浅 い 水 深 で 浮体 の 大 きな 移動

量を吸収す るの に 適した 中間 ブイ を有す る ダ ブ ル ・カ テ

ナ リ
ー方式 で あ る 。

　中間 ブ イ B 点 に 関す る 釣合い 条件式 は 次式 で 表わ され

る
9｝

。

　　　　　 7「Icos （θ1
一

α ）
− Slsin（θL

一
α ）

　　　　　　 − Tzc・s（θa
一α ）＋ s2sin（θ2

一
α ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　cqblel

CQblecbmp
　　　　　　　　　　　N 孔 p　　　　　　＼

　　　　　　　F
　　　　 Sl　　　　　　　　 Sz
　　　　　　＼レ
　er　　　　　　 Fo
　　　　　　　　　　θ　　　 　 V
T匸

　　　　　　　献N 、。b，。2

1
13，5m 1エF｛　　輩

石
5．5rn　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Conductor

41m
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　5Z5m

馬
　　　　　　 B

　　　20m

　　　　　「

　　　　　　　　　　鐶獸覯 ． 、，。
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匙、。m

　 PEI ・ ・…
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　　　　　　一（FDC 。s α ＋ Fsinα ）＝ 0

　た だ し、Fig．工0 お よび 式中 の 記号は ，　 F ： 中間 ブ イ

浮力 ，
Fo ： 中間 ブ イ抗力，　 U ； 中間 ブ イ係留索の 張力，

T1，　T2 ： ケ
ーブ ル 張力，　 Sr，　S2 ： ケ

ーブ ル せ ん 断力，　 V ：

潮流速度 で あ る 。

　 ケ
ーブル 1 （A −B ） の 長 さを与 え 上式 を解 く こ と に よ

り，ケ
ーブル 2 （B − C ） の 長 さ を 求め る こ とが で きる 。

使用す る ケ ーブル の 総 長 200m 以内 お よ び 中間 ブ イ の

安定性 な ど を考慮 して 検討 した結果，Fig，　10 に 示す中

間 ブ イ の 高 さ を 20m と した 布設形状を 採用 した 。

　 4．2　海中懸垂 ケーブ ル の 構造

　海中 に 懸垂 さ れ る ケ
ープル の 問題点 は，浮体の 動揺 に

よ る 苛酷 な繰 り返 し荷重 と変形 で あ り，こ の た め懸垂部

に 使用 す る ケ
ーブル は 長期間 に わ た りこ れ に 耐え る機械

的強度 と耐屈曲疲労性 ，耐 キ ン ク 性 さ らに ケ
ー

ブ ル 自体

の 軽量化が必要とされ る 。

　実海 域 実験 に は 1 懸垂 ケ
ーブ ル と し て Fig・　10 に 断面

図 を示 す よ うな FRP 鎧装 ケ
ーブ ル を使用 した 。　FRP は

軽量 で 比強撫 こ優 れ て お り，実験 に 使用 した 外径 60mm

の FRP 鎧装 ケ
ーブ ル の 水 中重量 は 0．52　kg／m で あ り，

同径 の 鉄線鎧装 ケ
ーブル の 約 119 の 重量 とな る 。 ま た 曲

げ疲労特性 に つ い て も金属材料 よ りも優れ て い る
。

　 43 　海中懸垂ケ
ーブ ル シ ス テ ム

　 浮体甲板 上 で の ケ ーブル の 引 ぎ留 は，二 重 の 円 錐状筒

金具 の 空隙部 に ス テ ン レ ス ス リ
ーブを圧着 した FRP 鎧

装線を挿 入 し，金具を ボル ト締 め して 把持す る構造 とし

た 。
上 甲板 よ り浮 体 の 内側 コ ラ ム に 沿 っ て 取 り付け ら れ

た ケ
ーブ ル ガイ ド管 を通 し海中 に 懸垂 さ れ、水深 32m

付近 で 第 1 カ テ ナ リーを形成 し，水深 21m の 中間 ブイ

へ と立 ち上 が る 。

　 中間 ブイ は，浮力 を
一

つ の フ Pt　一トに持た せ ず に 直径

346mm の 小型 フ 卩
一

ト 15 個 の 集合体 として 危険の 分

散 を 図 り，た とえ こ の うちい くつ か が破損して も十分 な

浮力を 持ち，また フ P 一ト交換 を 行 う場 合で も破損 した

もの の み 交換すれ ば良 い 設計 と した 。 また 中間 ブイ 取 り

付け部 の ケ ーブル は 許容曲げ半径 （0．6mR ）か ら直線状

に 近い 範 囲 ま で 曲率が 大き く変化す る こ とが予想 され る

た め ， こ れ に 適 した FRP 製折れ曲 り防止装置 （Bend

restricter ） を製作 し中間 ブ イ と 一
体構造 に した 〇

一
体

構造 の 中間 ブイ の 浮力 は 185kg で あ り， 外径 14mm

の 鋼製 ワ イ ヤ
ー2 本 に よ っ て 水 中重量 890kg の シ ン カ

ー
に 結ばれ て い る o

　 中間 ブ イ で 立 ち上げられた ケ
ープル は 再 び海底 へ 向か

い 第 2 カ テ ナ リーを 形成 し，浮体 の 運動 に 追従す る た め

の 着底長 を取 り，海底 ケ
ーブル と接続箱を介 して 接続さ

れ る o

　 接続 箱 か ら陸側 の 海底 ケ
ーブ ル は Fig．　1 に 示 す よ う

に 布設 され て お り，白山島側 290m ，接 続箱 側 260m を

除 い て は 深 さ 0．6m の 埋設 が 施 され て い る 。 な お， こ

の 海底 tr・一ブル は波力発電装置 「海明」の 送電 ケ ーブ ル

と し て 使用 した もの を引 き続 き使 用 した も の で あ る。

　白山島に 立 ち上げ られた ケ
ーブル は ， 陸上 受電 設備に

接続され浮体 へ の 給電系統を形成す る Q

　浮体 へ の 給電 は
一

般給電線 に ょ り 6．6kV で 陸上 受電

設備 に 供給 され た 後，布設 され た ケ
ーブル を経 由 し浮体

へ 送電 され，浮体上 の 高圧 受電盤内の 変圧器 に よ り 200

V に 降圧 され使用 され る 。

　懸垂 ケ
ーブル の 布設作業 は 85ton 吊 リク レ ーン 船を

　 　 　 　 　 　 　 　 1
使用 して 行わ れ た』 ク レ

ー
ン 船 上 に 海 底 ケ ーブル を 引き

揚げ て 接続箱 を 介 し懸垂 tr　一ブル と接続 し， さ らに 中閻

プィ，シ ン カー，ケ
ーブ ル 保護用防舷材な どを ケ ーブル

の 所定位置 に 取 り付け た 後，接 続箱，シ ン カ
ー，中 間 ブ

イ の 順番 で 布設 され た 。

　 浮体側 へ 引き揚げ る ケ
ーブ ル 端末は ダイ バ ー

に よ リケ

ーブル ガ イ ド管 に 導か れた 後，必 要長 を甲 板 上 へ 引 き揚

げて 引き留め 作業を行 っ た 。

　作業終 了 後 t 耐圧 試験 を行 い ケ ーブ ル に 異 常 の な い こ

とを確認 した 上 で ， 浮体上 の 高圧受電盤に 接続 され た 。

な お，実海域実験 に お け る 弛緩係留 ラ イ ン は ，ケ
ーブ ル

布設形状 の 検討時 よ りも そ の カ テ ナ リ
ー
形状 を さ ら に 張

っ た状態 へ と設 計変更さ れた 。
こ れ に よ り外力 に よ る 浮

体 の 運動 は小 さ くな るた め ， 懸垂 ヶ
一ブル は よ り安全な

状 態 に お か れ て い る 。

5 緊張 係留 シ ス テ ム の 動的応答

　緊張係留実験 に お け る 計 測 項 目 は，入射波高 （wave ・

rider ），緊張 係 留索 の 変動張力，浮 体 の 動揺 （pitch，

rol1
，
　 yaw ），お よび 浮体前後 の 相対波高で あ る 。 こ の う

ち入 射 波 高 と変動張力 は順調 に 計 測す る こ とが で きた。

　浮体 の 動揺 に 関 して は ， 動揺自体が小 さか っ た こ と と

計測器 の 分解能が 小 さい た め に s1N 比 が 小 さ くt 信頼

で き る 精度の よ い デ ータ を得 る こ とは で きな か っ た 。 ま

た 相対波高を 計測 す るた め に ， 浮体前後中央部の ＝ ラ ム

に 沿わ せ て 容量 式波高計を取り付けた が，計測中 に セ ン

サ ーワ イ ヤ
ーが 破 断 し て し ま い ，長期間 に わ た る 信 頼 で

きる デー
タ は得られ なか っ た 。

こ の 原因 と して は，計測

精度 を 向上 させ る た め に セ ン サ ーワ イ ヤ を 細 く した こ と

（φ2．3m 【n ，テ フ P ン 厚 O．　6mm ），セ ン サ ーワ イ ヤ を コ

ラ ム の 近 くに 配置 した こ と （距離 10cm ），
コ ラ ム の 水

面近 くに は フ ジ ツ ボ が付着した こ とに よ り，セ ン サ ーワ

イ ヤ が 振 れ る と コ ラ ム と接 触 し，テ フ 卩 ン コ ーテ ィ ン グ

が破れ，さ らに 心線 が腐食 して 破断 し た も の と 思わ れ

る。

　 Fig．11 に ，比 較的海象 の 穏 や か な ／0 月 15〜16 日 の
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Fig．11　Variations　of 　the 　mean 　tensiQn 　correspond

well 　 with 　 the　 tidal　 waterlevel 　 change

Table　1．　 Initial　 tensions 　 of

　　　　　tens 重on 　legs

LocationInitial丁ension （ton ）

  23 ．62

  39 ，82

◎ 23 ．81

  3ア．32

Tota1 124、57

平 均 水 面 お よび 張 力 の 平 均 値 の 推 移 を 示 す。平 均 水 面 は

計 測す る こ とが で きた 相対波高の 平均値 を 表 わ し て お

り，緊張係留索の 平均張 力 の 変動は 潮汐 に よ る 水面変動

に 対 応 して い る こ とが 分 か る 。 な お ，各 緊 張 係留 索 の 初

期 張力 に 関 して は，設置工事時に 概略 値 を把握 して い る

が，こ の 図 よ り潮汐変動分 を取り除 い た 値 を Tabie 　1 の

よ うに 推定 した 。

　 入射波お よび 変動張力 の 日変化 （10 月 15〜24 日）を

Fig．　12，13 に 示 す。 1 日 3 回 （1 時，9 時，17 時 ） ｝こ

各 18 分間計測 した データ か らゼ 卩 ク ロ ス 統計処 理 した

結果 で あ る 。
Fig．　12 は 最大波高お よ び 有義波高 で ある 。

緊張係留実験 に お い て は ，9 月 初 か ら 1ユ 月初に か け て

約 2 ヵ 月間計測 デー
タ を 取得 した が，こ の 間有義波高が

4m 程度 とな っ た 時期 は 10 月 17〜18 日，1Q 月 22〜

23 日 の 2 回 だ け で あ る 。 い ずれ も 日本海 の 低 気 圧 が 東

方海上 に 抜け る と と もに
， 冬型 の 気圧 配置に 変わ っ た時

期 で あ る。 最大波高は どち ら も 7．3m が観測 さ れ て い

る。Fig．13 は Fig．　12 に 対応 す る 変動張 力 の 有義値 で

あ る 。 全般的 に 張力は 陸側 （A ，B ） で は大きく，沖側

（特 に C ）で は 逆 に 小 さ くな っ て い る 。 沖倶1」の 変動張力

が 陸 側 よ り も小 さ くな る こ とは 水 槽試験 で も確認 され て

い るが，荒天時 に は 緊張係留索 C の 変動張力が他 よ りも

N立 っ て 小 さ くな る傾向が あ る。弛 緩係留用 の 索 は 沖側

30
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FigL　13　Daily　 alterations 　 of 　 s 五gni丘cant 　 tensions

に 4 条，陸側 IC　2 条取 り付け て あ り， 緊張係留実験時 に

は 計画 よ りも緩め て あ る が，何らか の 理 由で C の 張力 を

小 さ くす る原 因 とな っ て い た の か も しれ な い
。

　10 月 17 日に は 実験限界 に 近い 海象条件とな っ て い る

が，ス ナ ッ
プ 荷重は 発生 し て い な か っ た 。 同 日 17 時 か

ら 120 秒間 の 観測波 形 の 例 を Fig．14 に 示 す 。 ま た

Table　2 に ， 入 射波 お よび 変動張力 に 関す る ゼ ロ ク P ス

の 最大値，有義値を
一

覧に して 示 す 。
こ の 実験海域 に お

い て は ， 最大波高は 有義波高の 1．5〜L8 倍 とな る こ と

が分か っ て い るが
2＞，今の 例 で も 1．73 倍 とな っ て い る 。

た だ し張力の 場 合 に は こ れ よ b小 さ く，最大 値 は 有義値

の 1．5 倍 程 度 に な る も の と思わ れ る 。

　 上 と同 じ計測 デー
タ に 対 す る パ ワ

ー
ス ペ ク ト ル の

FFT 解析結果を Fig↓15，ユ6 に 示 す 。 こ の 浮体は 0・125

Hz 近傍 で 上 下揺 の 波浪強制力が 小さくなる 特性を有 し

て お り，こ れ よ り周 期 が 長 い ほ ど変動張 力 の 応答関 数 は

大 きくな る の で，入 射波 ス ペ ク トル の ピ
ー

ク周 期 9．06

秒 に 対 し て，張力の ピ ー
ク周 期 は 少 し長 くな っ て い る。

ス ペ ク h ル の 面積 か ら 推定 し た 有義値 （Hmo お よ び

Fmo） は ゼ ロ ク ロ ス 統計解析か ら得られ る有義値 よ り 1

割程度大 きくな っ て い る 。
これ は実際の ス ペ ク トル が 有

限バ ア ド幅を有して お り，真に 狭帯域 で は な い こ と に よ

っ て い る
10
ら 陸鬪の 緊 張 係留索 の 張力 ス ペ ク トル は 入 射
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Fig．　14 　Time 　histories　 of 　incident　wave 　and 　4

　 　 　 　tensions 　measured 　at　17 ： 00，17th　Oct．

　　　　（data　No．　Oct．　1717）

Table 　2List 　 of 　 significant 　 and 　maximum

values 　 in　 data　No ．　 Oct ，1717

WaveH1 ド3　 1　 T1’3

　 （m 》1　　 （sec ）
H剛 1 丁。 ax

　　m ）　　　 （sec ）

4．2717 ．8B7 ．37 　17 ．77

TeRsionF1 ，3　 1　　　　　　T113
　（ヒ。 n ）［　 〔S・・》

Fmax　 【 Tmax
　 ｛t。 nl 　 　 ｛sec ｝

  26 ．3　 　 8 ．1238 ．518 ，03

◎ 30 ，5　 18 ．4644 ．7　 19 ．99

◎ 18 ．5　i7 ．4523 ，5　 17 ．74

  24 ．9 け ．0035 ．816 ，16Oct
．1717
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は，本論文 に 例示 した もの 以 外 で も
一

般 的 に 観測 され て

い る 。
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Fig．　15　0bserved　 wave 　spectrum ，　 Signi丘cant

　　　　value 　is　estimated 　by　4》7η 0

波 と同 程度 の 帯域幅 で あ りT 特 に B で は 入 射 波 と同 様の

鋭 い ピーク値 を 有 し て い るが，沖側 で は広帯域 とな る傾

向を示 して い る 。 な お 変勁張 力 に お け る こ の よ うな 特微

　海洋構造物 の 緊張係留方式 は 新 し く，魅力的な係留法

と して 注 目されて い る もの で ある 。 海洋科学技術 セ ン タ

ーは 緊張係留技術 の実用化を 目指 して 研究開発 して い る

と こ ろ で あ るが，その 第
一

段階と して実海域 に お け る実

証研 究 を 実施 した 。 実海域実験 を 安全 に 遂行す べ く，緊

張係留シ ス テ ム の 設計 お よ び 水槽実験に よ る検討を行 っ

て きた が ，
こ れ らの 成果 に つ い て は 前報 ま で に 紹介 して

きた の で，本論文 で は緊張係留実海域実験 の 実施 に 関連

す る技術 ， あ るい は手法 に つ い て 述べ た 。

　緊張係留実験 は 当初計画 どお り， 順調に 遂行で き，緊

張係 留 シ ス テ ム の 安全性，各種計測 シ ス テ ム の 作動を確

認 し，昭和 61 年 11 月 初旬に 緊張係留を解除 し，第 工

期実験 を 無事 に 完了 させ る こ とが で きた 。

　第 工期 の 実験 で は，実海域実験 を実施 で きる よ うに す

る こ と自体 が 主 要な 目標 とな り，こ の た め 作業計画お よ

び 工 程 管理 が厳 し く，しか もデ
ー

タ 計測 シ ス テ ム の 構築

が 同時並行的に 進行 した の で，デ ータ 計測体制 の 確立 お

よび セ γ サ
ー
類 の 整備が 不

一
卜分 な ま ま とな っ て い た 。 昭

和 62 年度 に 第 五 期 の 緊張 係留 実験を実施す る 計画 で あ
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182 日 本 造 船 学 会 論 文 集 　 第 161 号

り，第 1 期 で 確立 し た シ ス テ ム お よび ノ ウ ハ ウ を 十分 に

生か し，さ らに 動揺計などの セ ン サ
ー
類 を整備 して ， よ

り充実 し た 実海域実験 を 実施す る所存で あ る 。 な お，本

論文 で は 実験デ
ー

タ の
一

部を紹介 して あ るが，詳細 に 分

析 し た結果 に つ い て は 次 報 で 述 べ る 予定で あ る 。

　最後に ，本研究は 海洋科学技術 セ γ タ
ーが 科学 技術

振興調整費研究 「緊張係留方式 の 実海域実証研究」を科

学 技術 庁 よ り委 託 を受 け 実施 した もの で あ る こ と， ま

た ，
50GHz 簡易無線データ 伝送 シ ス テ ム は，昭和 61 年

度 日本自転車振興会補助金を 得 て 製作 した もの で あ る こ

とを 付記 して 関係各 位 に 感謝 の 意を表 し ます 。 緊張係留

の 実海域実験 は 運輸省船舶技術研究所 との 共同研究 「浮

休式海洋構造物に よ る実海域実験」 に よ っ て実現 で きた

もの で あ り，海洋開発工 学部安藤定雄部長 ほ か多くの 研

究者行政官の 方 々 に 厚 くお 礼申し上 げます。 さ ら に，山

形県鶴岡市由良の 波電促進 協議会 会長佐藤兵
一

氏 は じめ

会員の 方 々 に 深 く感謝い た します。なお ，緊張係留用 シ

ン カー
の 設計

・製作
・
据付工 事な らび に 緊張係留工 事に

は三 井造船 （株）金綱正夫課長，給電 ケ
ーブル の 布設 に

は 古河電工 （株）石井健一
課代，簡易デー

タ 伝送 シ ス テ

ム の 構築に は H 立造船情報 シ ス テ ム （株）村上 延 夫 課 長

の ご 協力 を い た だきま した 。 緊張係留実験 を成功させ る

た め に ご協力い た だ い た 多 くの 方 々 に 心 よ り感謝い た し

ます 。
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